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■ 1 ．ビジネスダイナミズムの
定義と測定指標

　ビジネスダイナミズムとは、経済における
企業の新陳代謝や創造的破壊の度合いを指す
概念である。具体的には、新規企業の参入や
既存企業の退出による産業構造の変化や、資
源の再配分がどの程度活発に起きているかを
意味する。代表的な測定指標として、企業参
入率（一定期間における新規開業企業数を既

存企業数で割った比率）や企業退出率（同様
に廃業企業数の比率）が挙げられる。また、
市場における競争の度合いを示す市場集中度

（例えば上位企業の市場占有率やHerfindahl-
Hirschman指数（HHI））も、ビジネスダイ
ナミズムの変化を捉える重要な指標である。
さらに、企業の年齢構成（若い企業と古い企
業の比率）や、生産性成長への寄与分析（既
存企業内での生産性向上、企業間の資源再配
分効果、新規参入や退出の効果に分解した分
析）なども用いられる。このような指標の組
み合わせは、経済のダイナミズムを多面的に
評価でき、経済成長や雇用創出との関連を議
論する際の基盤となる。また、ビジネスダイ
ナミズムは創造的破壊を通じた経済成長メカ
ニズムと深く関係している。そのため、ビジ
ネスダイナミズムの低迷は経済の活力低下や
生産性停滞に直結する問題であり、経済政策
上も重要な課題となっている。
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■ 2 ．日本のビジネスダイナミ
ズムの現状

　日本経済におけるビジネスダイナミズム
は、先進国の中でも低い水準にとどまり、近
年は低迷傾向が続いていると指摘されてい
る。その典型が、新規企業の参入と既存企業
の退出がともに少ないという現象である。国
税庁の法人税申告データを用いた宮川・滝
澤・古屋（2025）の分析によれば、2010年代
後半の日本では企業の参入率は 4 ～ 5 ％弱、
退出率も 3 ％前後という低い水準で安定して
推移している。このように参入・退出がとも
に低調で推移していることから、日本の産業
新陳代謝は長期にわたり緩慢であると言え
る。
　より長期間の日本の開業率と廃業率をデー
タで確認すると、開業率は1988年をピークに

低下傾向を辿り、直近では 4 ～ 5 ％、廃業率
も 3 ％前後と低位で推移している。米国では
開業・廃業率がそれぞれ10％前後で推移し、
欧州主要国でも同程度であるのに対し（フラ
ンスの廃業率はやや低めで 4 ～ 5 %との統計
もある）、日本の水準は半分以下であり、企
業の新陳代謝の鈍さが際立つ。
　企業の市場構造にも大きな変化は生じてい
ない。宮川・滝澤・古屋（2025）によると、
日本の産業における市場集中度は2015年以降
で横ばいかむしろ僅かな低下を示しており、
大企業による寡占化が進んでいる兆候はみら
れない。
　これは米国で観察されたような市場集中度
の上昇（巨大企業の台頭）とは対照的であ
る。競争環境が安定しているようにも見える
が、同時に新規プレーヤーが台頭して既存企
業を淘汰する動きが乏しいことを意味してお
り、日本では企業間の競争による新陳代謝メ

（図 1）日本の開業率・廃業率の長期推移（1982～2020年度）

（注）2023年版中小企業白書第2-2-54図よりデータ引用
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カニズムが十分働いていないと言える。
　企業ダイナミズムの低迷は生産性にも表れ
ている。新規参入企業は一般に高いイノベー
ションや成長ポテンシャルを持ち、また生産
性の低い企業の退出は資源をより効率的な企
業へ解放することでクレンジング効果（洗浄
効果）をもたらす。しかし日本では、このク
レンジング効果が十分発揮されていない可能
性が指摘されている。Hong・齊藤（2021）、
Hong et al.（2020a, 2020b）では日本企業の
退出の多くは自主的廃業（経営者の意思によ
る任意の退出）であり、経営破綻による倒産
は全退出の中でごく一部に過ぎないことが示
されている。自主的廃業には必ずしも業績不
振ではないケースも含まれ、後継者不在など
の理由で事業を畳む例も多い。このため生産

性が高く収益性のある企業ですら、高齢化し
たオーナーの引退に伴い退出してしまう場合
があり、そうした退出は経済全体の生産性を
押し下げる「負の退出効果」をもたらし得
る。
　以上のように、日本のビジネスダイナミズ
ムは参入・退出率の低迷、市場集中度の安定
などといった特徴を示しており、企業新陳代
謝の停滞が長期にわたって続いている。

■ 3 ．ビジネスダイナミズムの
国際比較

　日本のビジネスダイナミズムの特徴を明ら
かにするため、米国や欧州との比較を行う。
まず参入率・退出率の水準を見ると、日本は

（図 2）市場集中度の推移

（出所）宮川・滝澤・古屋（2025）図 5
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主要先進国の中で最低水準に位置する。米国
では参入・退出率はいずれもおおむね10％前
後と高く、欧州主要国（例えば英国やフラン
ス、ドイツ）も日本より高いことが報告され
ている。これに対し日本は参入率・退出率と
も 3 ～ 5 ％のレンジにとどまっており、企業
の新陳代謝が国際的に見て極めて緩慢であ

る。
　ビジネスダイナミズムの低迷は生産性の動
向にも表れている。滝澤・宮川（2022）によ
る日本と欧州の比較分析によれば、欧州の多
くの国で配分効率性（allocative efficiency）
の改善がみられるのに対し、日本ではそのよ
うな改善が確認されず、逆に労働の配分効率

（図 3）開業率・廃業率の国際比較

（出所）スタートアップに関する基礎資料集　令和 4 年10月　内閣官房 新しい資本主義実現
本部事務局
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性が低下傾向にあることがわかった。配分効
率性の低下とは、生産性の低い企業の雇用シ
ェアが相対的に拡大し、高生産性企業への資
源配分が進んでいないことを意味する。この
現象は欧米にはあまり見られない日本特有の
問題とされており、日本では生産性の高い企
業が十分に市場シェアを伸ばせず、非効率な
企業が過剰に残存している構造を示唆してい
る。
　具体的には、1990年代の日本では「ゾンビ
企業」の問題が指摘された。銀行による過剰
な融資継続や債権保全優先の姿勢により、本
来退出すべき低生産性企業が延命され、業界
全体の新陳代謝が阻害されたというものであ
る（Caballero, Hoshi & Kashyap （2008）、
Kwon ,  Na r i t a  a nd  Na r i t a（201 5）、
Nakamura（2023））。ゾンビ企業の増加は、
本来なら退出して空くはずの市場シェアを占
有し続け、新規参入や優良企業の成長余地を
狭めてしまうため、日本経済の活力低下の重
要な要因であるとの指摘がある。
　こうした国際比較から浮かび上がるのは、
日本経済が相対的に新陳代謝の不足という構
造的制約を抱えており、それが生産性停滞と
深く結びついているということである。米
国・欧州がそれぞれ異なる課題を抱えている
とはいえ、一定の企業入れ替わりを通じてイ
ノベーションや成長を実現しているのに対
し、日本では企業が過度に安定化し、ダイナ
ミズムが損なわれている。次節では、こうし
た停滞の背景にある構造的要因をさらに深掘

りする。

■ 4 ．ビジネスダイナミズム停
滞の要因

　日本の企業新陳代謝がなぜ鈍化していたの
か、その背景には複合的な要因が存在すると
考えられる。主な要因として、⑴労働市場の
硬直性、⑵金融慣行や企業金融環境、⑶各種
規制や制度、⑷人口動態（少子高齢化）・経
営者の高齢化、の 4 点が指摘できよう。

　⑴労働市場の硬直性:日本の雇用慣行は、
長期雇用・終身雇用制や新卒一括採用に代表
されるように、労働者の移動が他国に比べて
制限される傾向にある。労働市場の柔軟性が
低いと、新規参入企業は必要な人材を確保し
にくくなり、起業のハードルが上がる。ま
た、既存企業も景気悪化時に労働力調整が難
しく、退出による調整よりも内部での生産調
整を行う傾向が強まる。労働移動の制約によ
って企業の退出が必要以上に先送りされ、非
効率な企業が市場に残存しやすくなる点が新
陳代謝停滞の一因と考えられる。

　⑵金融慣行・ゾンビ企業問題:日本の銀行
を中心とした金融システムは、特にバブル崩
壊後の不況期に「メインバンク」が取引先企
業を支え続け、延命措置を取ってきたとされ
る。いわゆるゾンビ企業（営業利益では利払
いも困難な状態の企業）の存在は、市場から
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の退出圧力を弱め、資源の停滞を招く。先述
のとおり近年のコロナ禍でも、政府・金融当
局による大規模な資金繰り支援策により倒産
件数が抑えられ、多くの過剰債務企業が市場
に残った。その結果、低生産性で不採算な企
業が淘汰されず、生産性の高い企業や新規参
入企業の機会を奪うことにつながっている。
金融機関側のリスク忌避姿勢や、企業救済を
優先して不良債権化を避けようとする慣行
も、創造的破壊を阻害する要因であったと言
われている。

　⑶規制・制度上の制約:日本のビジネス環
境には、新規事業の立ち上げや他業種からの
参入を阻むような規制や制度的ハードルが存
在すると指摘される。例えば、創業手続きの
煩雑さや時間の長さ、許認可制度の厳しさ、
特定産業における参入規制（タクシー業や医
療・農業分野などの既存事業者保護）といっ
た要素である。これらは起業コストを押し上
げ、新規参入のインセンティブを低減させ
る。また、中小企業保護の観点からの各種補
助金・優遇措置が非効率な企業の延命につな
がり、市場からの退出を妨げてきた面も否め
ない。政策的・制度的な面で競争を促進し、
参入・退出を円滑にする仕組みが十分でなか
ったことが、日本の企業活力低下を招いた一
因と考えられる。

　⑷人口動態・経営者高齢化:少子高齢化が
進行する日本では、起業の裾野が縮小してい

る。若年人口の減少は起業家候補の減少を意
味し、また社会全体で安定志向が強まること
でリスクを取った起業に踏み出す人も限られ
てしまう。冒頭で述べたように、起業を良し
とする社会的風土が弱い点も相まって、起業
率の低迷につながっている。一方で既存企業
の経営者高齢化も深刻な問題である。中小企
業の経営者平均年齢は年々上昇し、後継者不
在のまま高齢に至るケースが増えている。高
齢なオーナー経営者が事業継続を断念し、自
社を廃業させる例が相次いでおり、これは本
来市場に残るべき資産・従業員が活用されな
いまま消失してしまうことを意味する。ま
た、人口減少自体が国内市場の縮小圧力とな
り、新規ビジネスの需要機会を減少させる面
もある。以上のように、日本社会の人口構造
の変化はビジネスダイナミズム低下の根底に
横たわる重要な要因である。

　以上の要因がどの程度ビジネスダイナミズ
ムの停滞に影響していたかはデータを用いた
実証分析の結果を参照する必要はあるもの
の、これらの要因が絡み合い、日本の企業ダ
イナミズム停滞をもたらしている可能性は十
分高い。総じて、基本的な制度・慣行面で、
新規事業の芽が育ちにくく既存事業が温存さ
れる仕組みが長年にわたり継続してきたこと
が浮かび上がる。
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■ 5 ．ビジネスダイナミズム回
復に向けた政策対応とエビ
デンス

　一方で、日本経済の構造的課題であるビジ
ネスダイナミズムの低迷に対処するため、近
年さまざまな政策対応が議論・検討されてい
る。その方向性を、⑴スケールを可能にする
競争環境、⑵労働市場改革、⑶起業・スケー
ル支援、⑷EBPMによる政策評価とフィード
バック、の 4 つの観点から論じる。

⑴　スケールを可能にする競争環境の
設計

　日本では、市場集中度（HHI）が低下傾向
にあるにもかかわらず、生産性の高い企業が
シェアを拡大できない。つまり、競争の「量」
は十分でも、競争の「質」が低い。小規模事
業者が多数並立し、企業が統合・成長する前
に価格競争で疲弊する構造が続いている。こ
のため、政策の課題は独禁強化ではなく、

「規模の経済を実現できる競争」を可能にす
る環境づくりである。
　まず、中小企業の統合・再編を促す制度改
革が重要である。業法や地域規制が分断され
た市場を統合し、スケールメリットを活かせ
る広域競争を実現する必要がある。独占禁止
法運用も短期的な価格効果に偏らず、中長期
的な生産性・イノベーションへの影響を評価
軸に加えるべきである。さらに、私的整理・

事業再生の円滑化、M&A・PMI支援の拡充
などにより、非効率企業の退出と資産の再配
分を容易にすることが求められる。
　加えて、公共調達や標準化政策を通じて、
優れた企業が全国的な展開を実現しやすい市
場設計を行うことも有効である。中小企業政
策の目的も「保護」から「成長支援」へと転
換し、挑戦する企業がスケールアップできる
競争環境を整えることが、日本型の新陳代謝
回復の鍵となる。

⑵　労働市場改革と人材の再配分
　労働の流動性を高めることは、ビジネスダ
イナミズムを支える中核的要素である。日本
では、終身雇用・年功制を前提とした人事制
度が企業間の人材移動を抑制してきた。その
結果、高成長企業が人材を獲得しにくく、衰
退産業では人員調整が遅れるという「労働の
再配分の歪み」が生じている。
　政府は近年、「労働移動支援助成金」の拡
充や、リスキリング支援、職業訓練制度の再
整備を進めている。これにより、労働者が安
心して転職や起業に踏み出せる仕組みを整備
することが重要である。また、企業側の構造
調整を容易にするため、解雇規制の明確化・
合理化や雇用保険の再設計も課題である。人
材がより生産性の高い企業へ移動しやすくな
ることで、資源配分の効率性が高まり、企業
間の新陳代謝が活性化する。
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⑶　起業・スケール支援政策の再構築
　起業の促進は依然として重要だが、日本に
必要なのは創業支援からスケール支援への重
点移行である。政府は「スタートアップ育成
5 か年計画」（2022–2027年）を掲げ、起業家
教育、規制サンドボックス、オープンイノベ
ーション促進、海外起業家の誘致などを進め
ている。しかし、課題は創業件数よりも、創
業後に成長を続けられる企業の割合である。
　ユニコーン企業を生むには、スケール段階
での資金供給と市場アクセスの支援が不可欠
であろう。日本でも公共調達や大企業との協
業プログラムを通じて、スタートアップが顧
客基盤を確立しやすくすることが求められ
る。また、失敗に寛容な制度・社会文化の形
成も不可欠である。

⑷　EBPMによる政策評価とフィード
バック

　これらの政策はすべてビジネスダイナミズ
ムの回復を目指すものであるが、効果の持続
にはエビデンスに基づく検証（EBPM）が不
可欠である。起業支援策であれば、補助金や
税制優遇のどの部分が実際に起業率・成長率
を押し上げたかをミクロデータで評価し、効
果の高い施策に資源を集中させる必要があ
る。労働市場政策についても、労働移動促進
策がどの程度企業間の生産性再配分を高めて
いるかを検証することが重要であろう。
　日本では、企業や事業所レベルのミクロデ
ータが整備されつつある。法人税申告デー

タ、企業活動基本調査、経済センサスなどを
活用し、政策の効果を定量的に測定・検証す
る体制を確立することが重要である。こうし
た実証分析の蓄積を通じて、企業の参入・退
出や資源再配分といった市場の動きを把握
し、それを政策設計に反映させる仕組みを整
えることが求められる。
　
　日本のビジネスダイナミズム回復には、単
に「競争を強める」ことではなく、企業がス
ケールし、人材と資金が成長企業に再配分さ
れる仕組みを設計することが核心的課題であ
る。必要なのは、企業が横並びで少しずつ競
う構造ではなく、優れた企業が成長し、淘汰
や再編を通じて経済全体が入れ替わる競争環
境である。こうした成長を促す競争への転換
こそが、日本経済の活力再生の鍵となる。
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